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上尾市地域防災計画の改定について

令和8年8月26日

上尾市 総務部 危機管理防災課

令和８年８月２６日
上尾市防災会議 資料２



令和８～９年度上尾市地域防災計画等改定スケジュール

上尾市防災会議及び上尾市防災会議幹事会を中心に進捗管理を実施する。

年度 令和８年度 令和９年度

時期/内容 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期 第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

①地域防災計画

改定事項整理

庁内調整

計画改定 ●

改定要望照会

計画改定 ●

➁業務継続計画

改定事項整理

庁内調整

計画改定 ●

③受援計画

改定事項整理

庁内調整

計画改定 ●

④応急対策業務
個別マニュアル

改定事項整理

改定案提示

訓練・改定 ● ●

防 災 会 議 ☆ ☆ ☆ ☆

防 災 会 議 幹 事 会 ★ ★ ★ ★ ★ ★ ★

※1 令和9年3月版：全体見直し ※2 令和10年3月版：時点修正 ※3 防災会議委員への意見聴取

5月10日

8月26日 11月中旬 2月10日 3月中旬

8月7日 11月9日 1月25日 5月上旬 8月上旬 1月下旬

※1 ※2

2

※3
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地域防災計画について
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地域防災計画の位置づけ

〇災害対策基本法は、我が国の災害対策関係法令の基本（最上位に位置する）と
なる法律。

〇上尾市地域防災計画は、災害対策基本法第４２条の規定により、上尾の地域に
かかる災害について、市民の生命、身体及び財産を保護するため、国の防災基
本計画、埼玉県地域防災計画に基づき、必要な事項を定めるもの。

国 中央防災会議 防災基本計画

埼玉県 埼玉県防災会議 埼玉県地域防災計画

上尾市 上尾市防災会議 上尾市地域防災計画

図 災害対策基本法で定められている国、県、市町村の防災会議と防災計画の体系

適合・同調

適合・同調



防災基本計画
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地域防災計画の法体系

〇市町村は、防災に関する計画を作成し、これを実施する責務を有する。
（法第５条）
〇地域に係る地域防災計画を作成し、実施を推進するほか、当該市町村の地域
に係る防災に関する重要事項を審議するため、市町村防災会議を置く。

（法第１６条）
〇防災会議は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域
防災計画を作成し、及び毎年市町村地域防災計画に検討を加え、必要がある
と認めるときは、これを修正しなければならない。この場合において、都道
府県地域防災計画に抵触するものであつてはならない。（法第４２条）

上尾市防災会議

上尾市地域防災計画

作成・検討・修正

埼玉県地域防災計画

適合・同調 適合・同調
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地域防災計画改定の背景・理由
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災害の激甚化・頻発化

〇地球温暖化等の環境変化により、強雨頻度の増加。
〇台風などの水害や首都直下地震などの大規模災害に対応するため、
真に実効性のある計画が必要。
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3,900億円

4,700億円

5,400億円

6,600億円

3,600億円

6,100億円

7,100億円

7,700億円

1兆4,100億円

2兆1,800億円

過去10年間の水害被害額（全国） 国交省資料より作成

〇水害被害額は年々増加傾向。
〇山形県、石川県は令和６年
度が統計開始（S36）以降
最大の被害額。

〇埼玉県では令和元年の
1,207億円が過去10年で
最大。

いつ、どこで、大災害が
起こっても不思議ではない

東日本台風

西日本豪雨
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関係法令や上位計画等との整合

●上尾市地域防災計画改定 （令和４年３月 前回の大規模改定）
・統括部の新設 ・想定最大規模降雨による浸水想定への変更
・新たな避難情報への対応 ・職員や市民の役割に関する記述の追加 等

〇災害対策基本法の改正 （令和５年６月、令和７年６月）
〇災害救助法の改正 （令和５年６月、令和７年６月）
〇防災基本計画の改定 （令和４年６月、令和５年５月、令和６年６月、

令和７年７月、令和８年７月）
〇埼玉県地域防災計画の改定（令和４年３月、令和５年３月、令和６年３月、

令和７年５月、令和８年３月）
〇防災気象情報等の見直し （令和８年５月）
〇避難情報等に関するガイドラインの改定（令和８年３月） 等

以降、毎年細かな改定は実施
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市の取り組みの反映

〇上尾市国土強靱化地域計画の策定及び改定
（令和４年３月策定、令和８年３月改定）

〇災害時応援協定の拡充 （随時）
〇上尾市住民避難訓練の実施 （令和５年度～）
〇雨水出水浸水想定区域図の作成（令和７年度）
〇組織改定 （令和７年度、令和８年度）

防災関連法令の改正や上位計画の改定等との整合を図るとともに、昨今の厳しい

自然環境に即応するため、わかりやすい計画の構成や職員体制の見直し、新しい

防災気象情報の反映など、市の防災体制及び災害対策をより実効性の高いものと

するため、上尾市地域防災計画を改定する。
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主要改定事項
①職員配備体制の見直し
②新しい防災気象情報（令和８年５月）の反映
③雨水出水浸水想定区域図への対応
④本文構成の見直し（担当所属、連携主体の明確化）
⑤上位計画及び関係法令への対応
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現状の職員配備体制

【現状】〇待機体制から非常体制（二号）までの５段階。
〇警戒体制までは原則、市対策本部を設置しない体制。

〇待機体制の前段階で、職員の参集・
待機の機会が増加（ゲリラ豪雨等）
しているが、体制が不明瞭。

〇待機体制時には、次の体制へ移行する
判断が必要だが、部長級職員が総務
部長と消防長のみ。

〇警戒体制（一号）時には、副市長が
指揮者だが、部長級職員が総務部長と
消防長のみ。

〇非常体制（一号）にしないと原則、
本部を設置できない。

○非常体制にならないと市長の関与が無
いように見える。

NO 配備体制 指揮者 本部設置 主要な動員人員

1 待機体制 総務部長 無
総務部長、消防長
市長政策室次長、総務部次長、
消防本部次長

2
警戒体制
（一号）

副市長 無
副市長
総務部長、消防長
各部次長

3
警戒体制
（二号）

副市長 無
副市長
各部長
各部次長

4
非常体制
（一号）

市長
災害対策
本部

市長、副市長、教育長
各部長
各部次長

5
非常体制
（二号）

市長
災害対策
本部

市長、副市長、教育長
各部長
各部次長

【課題】
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検討すべき事項①

〇待機体制の前段階で、職員の参集・待機の機会が増加（ゲリラ豪雨等）

しているが、体制が不明瞭。

市として体制を取っていることを明確にする必要がある。

待機体制の前段階として、情報収集体制を追加。

〇待機体制時に、部長級職員が総務部長と消防長のみ。

上位の体制へ移行する判断は迅速さが重要。

早期に体制判断に関する４部長会議を実施することを想定し、

総務部長、市長政策室長、都市整備部長、消防長が参集。

（４部長から行政経営部長を除き、市長政策室長を追加）
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検討すべき事項②

〇警戒体制（一号）時には、副市長が指揮者だが、部長級職員が総務部長

と消防長のみ。

被害を最小限に食い止めるため、より速やかな体制判断が必要。

総務部長を指揮者とし、４部長及び各部次長を参集とする全庁体制。

〇非常体制（一号）にしないと原則、本部を設置できない。

災害が激甚化している昨今は、早期に全庁的な防災体制の設置が必要。

警戒体制（一号）から『災害警戒本部』を設置する。

災害対策本部の設置の制限を設けない。

○非常体制にならないと市長の関与が無いように見える。

4部長会議での方針決定の際は、速やかに市長、副市長へ報告・相談を

することを明記。
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見直し案

※１災害警戒本部は、災害対策基本法に基づかない本部。

NO 配備体制 指揮者
本部設置
目安

主要な動員人員
参集人数
(風水害)

参集人数
（地震）

1 情報収集体制 総務部次長 その他
総務部次長、市長政策室次長、都市整備部次長、
消防本部次長
危機管理防災課長、建設管理課長、道路河川課長

20 ー

2 待機体制 総務部長 その他
総務部長、市長政策室長、都市整備部長、消防長
市長政策室次長、総務部次長、都市整備部次長、
消防本部次長

70 ー

3
警戒体制
（一号）

総務部長
災害警戒本部
（※1）

総務部長、市長政策室長、都市整備部長、消防長
各部次長

144 153

4
警戒体制
（二号）

副市長 災害警戒本部
副市長
各部長
各部次長

414 419

5
非常体制
（一号）

市長 災害対策本部
市長、副市長、教育長
各部長
各次長

691 703

6
非常体制
（二号）

市長 災害対策本部
市長、副市長、教育長
各部長
各次長

全職員 全職員
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配備体制人数の見直し

〇体制の区分や名称を整理。

〇各体制に必要な人数を検討。

〇所属によっては、令和３年度の
改定時から、人数が大きく
変わっていることにも留意。

現行計画 P7-2-3
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業務継続計画との連携

〇本改定においては、業務継続
計画と連携する。

〇非常時優先業務の内容を踏まえ、
配備体制人数を再検討。

〇発災後７２時間以内では、
「人命に関わる業務」に該当
するものを抽出。

業務継続計画資料編より抜粋
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配備基準の見直し

〇現行計画は、気象警報の発表を契機として体制を構築する流れであり、

初動準備が後手に回るおそれ

→近年は、予報技術の進歩により災害発生前から一定程度のリスク把握が可能

であり、「災害リスクの予測段階」から体制を取ることを可能とする

市の災害対応を、「予測・予防対応型」へ強化する

見直しのポイント
・記載方法を箇条書きとし、複雑さを解消。 （風水害・地震）
・災害に即応できるよう前倒しを可能とする配備体制。（風水害）

・新しい防災気象情報（令和８年５月）を反映。（風水害）
・荒川及び利根川の水位に関する事項を追加。 （風水害）
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配備基準案

NO 体制名 新 現行（風水害）

1
情報収集
体制

・災害が発生するおそれがあるとき。
・早期注意情報：中又は高（大雨）が発表されたとき。
・レベル３大雨警報発表のおそれがあるとき。
・現に警報級の大雨、大規模停電等が発生しているとき。

現行なし

2 待機体制

・災害の発生が予測されるとき。
・レベル２氾濫注意報発表のおそれがあるとき。
・レベル４大雨危険警報発表のおそれがあるとき。
・荒川または利根川に設定されたレベル２相当水位に到達
するおそれがあり、さらに水位の上昇が見込まれる場合。
・現に軽微な災害が発生したとき。

気象注意報が発表された場合に、災害の発生が予測されるとき又は軽
微な災害が発生したとき若しくは洪水予報（氾濫注意情報：警戒レベ
ル２相当）が発表された場合に、情報収集及び応急対策に必要な人員
を動員する。

3
警戒体制
（一号）

・災害の発生が見込まれるとき。
・レベル３氾濫警報発表のおそれがあるとき。
・レベル５大雨特別警報発表のおそれがあるとき。
・荒川または利根川に設定されたレベル３相当水位に到達
するおそれがあり、さらに水位の上昇が見込まれる場合。
・現に災害が発生したとき。
・高齢者等避難の発令判断を行うとき。
・その他市長が必要と認めたとき。

気象警報が発表された場合に、災害の発生が予測されるとき又は災害
が発生したとき若しくは洪水予報（氾濫警戒情報：警戒レベル３相
当）の発表後に、引き続き水位が上昇し高齢者等避難の発令判断を行
う場合に、情報収集及び応急対策に必要な人員を動員する。

4
警戒体制
（二号）

・警戒体制一号配備中に、災害の規模が拡大するおそれが
あるとき又は拡大したとき。

警戒体制一号配備中に、災害の規模が拡大するおそれがあるとき又は
拡大したときに、情報収集、被害状況の調査及び応急対策に必要な人
員を動員する。

5
非常体制
（一号）

・相当規模の災害が発生するおそれがあるとき又は発生し
たとき。
・レベル４氾濫危険警報発表のおそれがあるとき。
・荒川または利根川に設定されたレベル４相当水位に到達
する恐れがあり、さらに水位の上昇が見込まれる場合。
・避難指示の発令判断を行うとき。
・その他市長が必要と認めたとき。

洪水警報の発表後、河川の水位が氾濫危険水位を突破、洪水予報（氾
濫危険情報：警戒レベル４相当）が発表され、避難指示等の発令判断
を行う場合。また、特別警報が発表され、相当規模の災害が発生する
おそれがあるとき又は発生したときに、市本部を設置し、当該本部の
構成員のうち、本部長(市長)が必要と認める人員を動員する。

6
非常体制
（二号）

・激甚な災害が発生するおそれがあるとき。
・レベル５氾濫特別警報発報のおそれがあるとき。

激甚な災害が発生した場合は、本部長が全職員（※4）を動員する。
ただし業務継続計画（ＢＣＰ）を考慮する。
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主要改定事項
①職員配備体制の見直し
②新しい防災気象情報（令和８年５月）の反映
③雨水出水浸水想定区域図への対応
④本文構成の見直し（担当所属、連携主体の明確化）
⑤上位計画及び関係法令への対応
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新しい防災気象情報の概要（令和8年5月29日～）

警戒
レベル

洪水等に関する情報

土砂災害 高潮洪水予報
（河川等）

洪水害
大雨
浸水害

５相当 氾濫発生情報
大雨特別警報
（浸水害）

大雨特別警報
（土砂災害）

高潮氾濫発生情報

４相当 氾濫危険情報 土砂災害警戒情報
高潮特別警報
高潮警報

３相当 氾濫警戒情報 洪水警報
大雨警報
（浸水害）

大雨警報
（土砂災害）

警報に切り替える
可能性が高い

高潮注意報

２相当 氾濫注意情報 洪水注意報 大雨注意報 高潮注意報

１ 早期注意報

これまで
【課題】

〇情報名称がバラバラ

でわかりにくい。

〇警戒レベル４相当の

情報がないものがある。

（洪水害・大雨浸水害）

〇同じ警報が異なる災害

対象を兼ねている。

（浸水害・土砂災害）

等
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避難情報との関わり

〇警報・注意報の情報名に「レベル〇」が付与。

〇河川の氾濫の危険度の伝え方が変更。

〇「警戒レベル４相当」の情報は「危険警報」として発表。

○市は、防災気象情報等の情報を総合的に判断し、避難情報を発令。

（発令基準の変更はない）

気象庁ホームページより

※ 上尾市が発令する
避難情報は、
警戒レベル３以上

（必ずしもリンクしない）

総合的に

判断
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地域防災計画での位置づけ

〇新しい防災気象情報の
変更内容を踏まえ、
計画に反映。

現行計画 P2-2-32
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主要改定事項
①職員配備体制の見直し
②新しい防災気象情報（令和８年５月）の反映
③雨水出水浸水想定区域図への対応
④本文構成の見直し（担当所属、連携主体の明確化）
⑤上位計画及び関係法令への対応
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洪水浸水想定区域図の位置づけ

〇各河川における洪水浸水
想定区域図を掲載。

〇区域内の要配慮者利用
施設についてもリストを
作成。

現行計画 P1-19

現行計画 P7-6-2
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雨水出水浸水想定区域図の記載

〇水防法第14条の2第2項の規定に基づき、令和7年10月1日に雨水出水浸水想定区域
を指定。想定最大規模降雨（時間最大雨量153mm/時間）により、公共下水道等の排水
施設等で雨水を排除できなくなった場合等に、浸水が想定される区域。

〇洪水浸水想定区域図と同様
に、地域防災計画に記載。

〇ハザードマップ作成・配布
予定（R9.３）
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区域内の要配慮者利用施設の確認

〇雨水出水浸水想定区域内にある、要配慮者施設（高齢者施設、介

護施設、教育施設、医療施設等）について調査。

〇必要に応じてリストを作成し、雨水出水浸水想定区域内の要配慮

者利用施設として掲載。
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主要改定事項
①職員配備体制の見直し
②新しい防災気象情報（令和８年５月）の反映
③雨水出水浸水想定区域図への対応
④本文構成の見直し（担当所属、連携主体の明確化）
⑤上位計画及び関係法令への対応
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担当所属等の明確化

【現状】〇節ごとに、関係する所属を記載。
〇節の中にも、対策項目が細分化されている。

〇節の先頭ページにまとめて関係
所属を記載。

〇連携する外部機関について資料編
に集約しており、一覧や表での
記載はなし。

〇項目に対する実施主体の記載は
なし。
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担当所属等の明確化

【見直し案】 〇該当項目と市担当、外部関係機関を表で記載。
〇本文中にも担当所属を記載。

〇連携する関係機関を記載する
ことで災害時にわかりやすく、
迅速な対応が可能。資料編への
記載も継続。

〇本文中にも担当所属を記載する
ことで、役割が可視化。
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主要改定事項
①職員配備体制の見直し
②新しい防災気象情報（令和８年５月）の反映
③雨水出水浸水想定区域図への対応
④本文構成の見直し（担当所属、連携主体の明確化）
⑤上位計画及び関係法令への対応
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上位計画及び関係法令の反映

〇防災基本計画や埼玉県地域防災計画、災害対策基本法などの

内容で、上尾市地域防災計画に記載するべき項目を調査。

〇該当箇所を確認し、必要に応じて計画へ反映。

上尾市地域防災計画案～法令等との対応
確認資料（最新版） 改正

年月
改定項目 改定概要 地域防災計画案

掲載頁
埼玉県地域防災計画（R8.3）第2編p217-218 R7.3 避難所外避難者対策の強化 車中泊により避難生活を送る避難者や在宅避難者に対する支援の充実について

追記する。
風水p146

埼玉県地域防災計画（R8.3）第2編p215 R7.3 被災者支援の仕組みの整備への
対応

被災者一人ひとりの状況等を把握した上で、関係者が連携して、被災者に対す
るきめ細やかな支援を継続的に実施する災害ケースマネジメントなどの被災者
支援の仕組みについて検討する旨を追記する。

風水p145

埼玉県地域防災計画（R8.3）第2編p209 R7.3 ジェンダー視点を踏まえた避難
所の開設・運営

県が令和６年度に独自に策定した「ジェンダー視点による避難所開設・運営の
充実強化のための標準手引き」を活用した避難所の開設・運営について追記す
る。

風水p34

防災基本計画（R7.7）p101 R7.6 被災者支援の充実 在宅・車中泊避難者へのDWAT派遣による福祉サービスの提供 風水p158
防災基本計画（R7.7）p48 R7.6 被災者支援の充実 広域避難時の避難元・避難先市町村間の情報連携 風水p147
防災基本計画（R7.7）p49 R7.6 被災者支援の充実 地方公共団体による物資の備蓄状況の公表 風水p37
防災基本計画（R7.7）p90 R7.6 その他の最近の施策の進展等を

踏まえた修正
避難所でのこども・若者の居場所の確保 風水p145

防災基本計画（R7.7）
・p90
・44-45

R7.6 令和６年能登半島地震を踏まえ
た修正

○被災者支援の充実
・ 避難生活における生活環境確保に係る取組の充実化
・ 協定・届出避難所に係る情報の事前把握

風水p145
風水p35

防災基本計画（R7.7）
･p17

R7.6 令和６年能登半島地震を踏まえ
た修正

○消防防災力の充実強化
・ 消防団と多様な主体（自主防災組織・防災士等）の連携 風水p5

・・・等、様々な項目を反映
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具体的な対応例

【反映内容の一例】

〇車中泊による避難者や在宅避難者に対する支援の充実

（埼玉県地域防災計画）

〇各自治体による物資の備蓄状況の公表 （防災基本計画）

〇広域避難時の避難元・避難先市町村間の情報連携（防災基本計画）

〇広域避難に関する実施要領の追加 （災害対策基本法）

〇避難所以外で生活する避難者に対する、避難所を拠点とした

食糧、物資、被災者支援情報等の提供 （災害対策基本法）

等
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改定スケジュール
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改定スケジュール

改定に関わる会議等 開催日程 備考

第1回防災会議幹事会 令和8年5月11日（月） ・地域防災計画改定の方針説明

第2回防災会議幹事会 令和8年8月7日（金）
・地域防災計画改定の背景・理由
・主要改定事項と対応方針

第１回防災会議 令和8年8月26日（水）
・地域防災計画改定の背景・理由
・主要改定事項と対応方針

庁内照会
令和8年8月
令和8年10月（予定）

・改定が必要な箇所について庁内照会
・非常時職員体制・避難所班等の見直しに
　関わる庁内照会
・改定必要箇所に対する対応方針に関する
　庁内照会

第3回防災会議幹事会 令和8年11月9日（月）
・上尾市地域防災計画（案）ついて
　改定内容の説明

防災会議委員への意見聴取 令和8年11月中旬 ・上尾市地域防災計画（案）について

令和８年１２月定例会
開会前全議員説明会

令和8年12月初旬
・上尾市地域防災計画（案）及び
　パブリックコメント実施について報告

パブリックコメント 令和8年12月～令和9年1月
・第2回防災会議で協議した計画（案）に
　ついてパブリックコメントの実施。

第4回防災会議幹事会 令和9年1月25日（月）
・パブリックコメントの結果報告
・上尾市地域防災計画（最終案）について
　改定内容の説明

第２回防災会議 令和9年2月10日（水）
・上尾市地域防災計画（最終案）について
　協議
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